




A Study about the Social Security System Covering  
Medical Care Services in Japan





































































































































































































































































































































































































































































































































































昭和50  64,779  57,900  5.22
昭和60 160,159 132,300  6.15
平成6 257,908 206,300  7.03
平成16 321,111 251,500  8.68








































































































































































































16） 入院時の食事代については、一般病床・精神病床等 ､65歳未満の療養病床 ､65歳以
上の療養病床のうち医療区分Ⅱ ･ Ⅲの入院患者（一般所得）について、1食260円
の自己負担であったが、平成27年国保法等改正により、低所得者及び難病・小児慢
性特定疾病患者を除き、平成28年4月から1食360円、平成30年4月から1食460円に
引き上げられる。また、入院時の居住費については、医療・介護の連携を進めてい
く中で、医療療養病床と介護保険施設との負担の公平や年金給付との調整の観点
から、医療療養病床に入院する者のうち介護保険の対象となる65歳以上の者を対
象に、一日320円の自己負担を求めている。ただし、療養病床の医療区分ⅡⅢの者
については、医療度の必要性が高いことを踏まえ、居住費負担を求めていない。
17） 毎日新聞（東京朝刊）社説　2017（平成29）年12月1日付
 https://mainichi.jp/articles/20171201/ddm/005/070/041000c　（2018.6.21. 閲覧）
18） 朝日新聞　DIGITAL　2017（平成29）年12月3日付
 https://www.asahi.com/articles/ASKD24TN6KD2UTFK007.html　（2018.6.21閲覧）
19） 東京新聞　朝刊　2017（平成29）年12月7日付
 http://www.tokyo-np.co.jp/article/politics/list/201712/CK2017120702000123.html 
（2018.6.21. 閲覧）
20） 筆者が2017（平成29）年10月にまとめた「高齢者の服薬生活における実態調査（調
査期間：2018年9月－10月、調査対象：全国の65歳以上高齢者、有効調査票数：
5145）※三菱財団研究助成による」では、現在、ポリファーマシー（多剤併用）
への警鐘が強く訴えられている中、数種類の薬を処方されている高齢患者は戸惑
いを感じており、ジェネリック医薬品についてもその安全性についてなどに半信
半疑な様子であることが如実に示された。
21） 首相官邸 HP　「今後の社会保障の在り方について」
 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/syakaihosyou/dai18/18siryou3.html　（2018.6.24. 閲
覧）
22） すでに、国は2014（平成26）年6月に『地域における医療及び介護の総合的な確保
を推進するための関係法律の整備等に関する法律（地域医療介護総合確保法）』を
公布し、それに伴って医療法関係は2014（平成26）年10月以降、介護保険法関係
44
は2015（平成27）年4月以降に順次施行がされてきた。また、介護保険の関連で
は、『地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律』
が2018（平成30）年4月1日から施行され、地域包括ケアシステムの深化・推進と
して、医療法と介護保険法の双方に関連した医療介護連携の推進が謳われている。
23） 一部の医療関係者の中には、「介護は看護の下支えをする役割として位置付けら
れ、看護に包含されるもの」と解釈されている場合もあり（2018年9月5日第161回
社会保障審議会介護給付分科会議事録より）、改めて医療と介護の関係に関する概
念規定が必要と考えている。
